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（検討に当たっての基本的な考え方） 

○株式会社アクリフーズ群馬工場が製造した冷凍食品への農薬混入事案（以下、

「本事案」という。）は、消費者の食への信頼を揺るがすものであり、再びこ

のような事案を発生させないことが重要である。 

○本事案のような食品等事業者の従事者による意図的な混入の疑いがあるもの

については、再発防止及び被害の拡大防止に当たり、事業者の業種、規模、

施設の実情に応じ、労務管理を含めた組織経営全般における対策が必要とな

る。このため、事業者自身が消費者からの信頼を維持・確保するための措置

を講じることが基本である。 

○政府としては、事業者による対策を促すために、関係府省庁がそれぞれの所

管分野における取組を検討するとともに、情報共有を図りつつ、連携して取

組を実施することとする。現時点での検討項目は以下のとおりである。 

 
 
１．食品等事業者に対する食品安全に関する情報提供 
○食品の安全性等に関する各種情報（例：毒性に関する各種指標、食品の安全

性等に関する各種検査を実施する機関のリスト等）を整理した上で、様々な

ツールによって事業者に適切な情報提供等を行い、食品安全に関する基礎知

識の習得を始め事業者の対策を促していく。＜４月をめどに実施した上で、

継続的に取組を実施＞ 

○農林水産省において事業者による食品防御等の取組について検討する＜４月

より検討開始＞。 

 
２．食品等事業者から保健所への届出・相談 

○本事案における事業者の対応については、事業者が設置した第三者検証委員

会において検証が進められているところである。当該検証結果を踏まえて、

消費者からの健康被害等の相談情報等に係る、食品等事業者から保健所への

届出・相談の在り方について、厚生労働省において必要な対応の検討を行う。 
 ＜検証結果を踏まえて、速やかに検討＞ 

 
３．リコール情報周知の推進  

○リコール情報周知の取組を強化する。具体的には、消費者庁「リコール情報



サイト」の周知を強化するとともに、消費者庁「地方消費者行政活性化基金」

の中で設ける「国と地方のコラボレーションによる先駆的プログラム」の平

成 26 年度のプログラムメニューの中に、食品リコールの周知に関するメニュ

ーを用意し、地域の食品メーカー、食品流通業界等と連携した、地域におけ

るリコール情報周知強化の取組を推進する。＜４月をめどに実施した上で、

継続的に取組を実施＞ 

 
４．緊急時対応 

○食の安全等に関する緊急事案に係る情報を認知した場合には、当該事案に関

わる消費者安全情報総括官を中心として、速やかに情報共有を図る等、関係

府省庁が緊密に連携した取組を行う。また、関係府省庁が連携し、消費者安

全に関するより実践的な緊急時訓練を原則として毎年度に一度実施する。＜

継続的に取組を実施＞ 

 
 
 


